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資料１－２ 

新たな時代を見据えた質保証システムの改善・充実について（審議まとめ） 

 

中央教育審議会大学分科会 

質 保 証 シ ス テ ム 部 会 

 

はじめに 

 

（現行の質保証システムに至る経緯） 

我が国の大学の質保証については、まず、大学としての必要最低限の量的・

質的構成要素を定める「大学設置基準」が存在する。そして、大学を設置する

際には、大学設置基準や関係法令に適合しているか、十分な学生確保の見通し

があるか等について設置計画履行状況等調査（ＡＣ）1を含む「設置認可制度」

により最低基準の担保が行われている。さらに大学設置後も、認可を受け設置

された各大学は、設置認可の際に最低限遵守すべき事項に加え、実際に大学が

教育研究活動を行っていく中で、大学が自主的に点検評価を続け、自ら設定し

ている使命や目的を達成しているか、また、学修者や社会が期待する教育研究

の成果が認められるかを自ら示すことが求められており、学校教育法施行規

則等に基づく「情報公表」及び大学による自己点検・評価を踏まえた第三者評

価である「認証評価」の受審が義務付けられている。これら「大学設置基準」

「設置認可制度」「認証評価制度」「情報公表」が我が国の公的な質保証システ

ムを構成する主たる要素となっている。 
これらの質保証システムの具体的な改善・充実について検討するに当たり、

これまでの制度的な経緯について簡単に確認をすると、平成 15 年までは、大

学設置基準等の関係法令等に基づく設置認可審査による事前規制型であった。

これは我が国の高等教育の整備に際して、質の保証の観点から一定程度の共

通性を担保する上で重要な役割を果たしてきたと評することができる。その

後、国による規制を可能な限り緩和し事前規制型から事後チェック型へと移

行する政府全体の規制改革の流れも踏まえつつ、平成 15 年より、認可事項の

縮減や届出制の導入をはじめとする設置認可制度の弾力化がなされ、併せて

平成 16 年度より第三者評価である認証評価制度が導入された。その結果、現

在の我が国の質保証システムは、大学として最低限の水準を満たしているこ

とを保証する事前規制の長所と、大学の多様性に配慮しつつ、恒常的に大学の

質を保証する事後チェックの長所を組み合わせた形で設計されている。 

 
 
1 大学の設置等の認可や届出の後において、原則として完成年度までの間、認可時の附帯事項への対応状況、学生入学

状況及び教員の就任状況など設置計画の履行状況等について調査を行い、その状況に応じて必要な指導・助言を行う

ことにより、設置計画の確実な履行を担保することを目的とした仕組み。 
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（質保証システムの現状と課題） 

データを踏まえてみていくと2・3・4、現行のシステムについては事前規制を

弾力化することで大学の新増設や組織改編を促すなど高等教育機関全体の活

性化を図りつつ、質の低下が懸念される場合には大学等の自主的・自律的な改

善を促すことによって質を保証する仕組みとして、一定程度機能していると

評することができるだろう。 
一方で、大学設置基準について、より客観性のある分かりやすい基準とする

べきという指摘や、設置認可審査についても客観性のある分かりやすい基準

をもとに審査を行うとともに、設置認可審査や設置計画履行状況等調査（Ａ

Ｃ）における指摘事項の根拠をより分かりやすく示し、透明性を向上させる必

要があるという指摘、認証評価について評価結果が不適合となった場合の対

応を厳格化するべきといった指摘もある。 
また、平成 30 年の中央教育審議会答申「2040 年に向けた高等教育のグラ

ンドデザイン」（以下「グランドデザイン答申」という。）において提起された

「学修者本位」の観点からも、授業外学習が十分ではないという指摘5や、平

成 29 年度から一体的な策定・公表が義務付けられた３つのポリシー（入学者

受入れの方針：アドミッションポリシー、教育課程編成・実施の方針：カリキ

ュラムポリシー、卒業認定・学位授与の方針：ディプロマポリシー）に基づく

教育の実質化を進める必要があるとの指摘、学修者や教育者が学修成果や教

育成果を明確に把握できるように可視化することで透明性を向上させる必要

 
 

2  平成 15 年の大学設置認可制度の弾力化以降、大学・短期大学を合わせた数は減少（平成 15 年度 1,217 校→令和３

年度 1,118 校）しており、その大きな要因は短期大学の減少となっている（平成 15 年度 525 校→令和３年度 315
校）。４年制大学については、全体として増加している傾向（国立大：平成 15 年度 100 校→令和３年度 86 校 私立

大学：平成 15 年度 526 校→令和３年度 619 校 公立大学：平成 15 年度 76 校→令和３年度 98 校）にある。ま

た、届出制の導入後、大学・短期大学の設置総件数は増加（平成 15 年 277 件→平成 16 年 473 件 平成 19 年 353 件

→令和３年 143 件）したが、平成 19(2007)年度以降は減少傾向にある。設置計画履行状況等調査（ＡＣ）について

は、毎年の調査において 100 件を超える意見を付しているが、定員の充足状況や教員組織の年齢構成に関するものを

除き、設置認可時の意見についてはほぼ完成年度までに対応されてきており、これまで全ての大学等が同調査の対応

を終えてきている（令和２年度に意見が付されたのは 100 校で 139 件）。 
3 認証評価については、制度導入当初から存在する大学が、７年に一度の評価の３回目を受審する第３サイクルから

内部質保証が重視されるとともに、令和２年度からは大学評価基準に適合しているか否かの認定を行うことが義務化

され「保留」の評価はなされない形に改められた。併せて不適合となった大学については文部科学大臣が報告又は資

料の提出を求めることとされ、万一法令違反などが見つかった場合には、学校教育法等に基づき段階的な対応を取る

こととなっている。不適合となった大学は毎年数校程度であり、これまで累計で 32 大学が不適合(32 大学のうち３大

学は廃止。15 大学は不適合後に受審した評価において適合。残りの 14 大学については直近の評価結果が不適合であ

り、次回の受審の際に適合認定を得ることが期待されている)となっている。これら 32 大学のうち認証評価制度化以

降に設置され、大学新設後１回目の認証評価で不適合になったものは５校となっている。 
4 私立大学の定員充足状況は定員管理の厳格化や文部科学省による学校法人に対する経営指導の充実によって大幅に改

善している（入学定員充足率 80%以上の大学の割合 平成 19 年度 77.5％→令和３年度 85.8％） 
5 令和元年度「全国学生調査（試行調査）」では１週間の学生生活時間のうち、授業に関する予習・復習に充てられる

時間が５時間以下の者が６割を超えており、この傾向は特に人文社会科学系の学生で顕著となっている。 
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があるとの指摘がある6。 
近年は、グローバル化や少子高齢化、デジタル技術の高度化が進み、ＭＯＯ

Ｃ等を含めたオンライン環境を活用した教育研究の急速な拡大などに見られ

るように大学を取り巻く環境も急速に変化してきた。社会全体が大きく変動

する中、学修者本位の観点から大学が創意工夫に基づく先導性・先進性のある

教育研究活動を行っていく上で、質保証システムとして最低限保証すべき質

を厳格に担保しつつも柔軟性のある仕組みにしていく必要があるのではない

かという指摘7もなされている。 
加えて、取りわけ初等中等教育分野では、「リアル」と「デジタル」の最適

な組み合わせによる価値創造的な学びの推進等の教育改革が進められている。

そうした初等中等教育の大きな変化を受け止め、大学教育は、学修者本位の観

点からより一層の充実に取り組む必要がある。 

 
（新型コロナウイルス感染拡大を契機とした遠隔教育の普及・進展） 

 新型コロナウイルスの感染拡大は、キャンパスを中心とする学生生活の制

限や遠隔授業の急速な普及など、大学の日常を大きく変えることとなった。緊

急事態宣言下の令和２年５月時点では約９割の大学・短期大学・高等専門学校

（以下「大学等」という。）が全面的に遠隔授業を実施する状況にあったが、

令和３年度の後期授業の実施方針についても、ほぼ全ての大学等で面接授業

が実施予定とされた一方、６割を超える大学等が面接授業と遠隔授業を併用

予定であると回答している。平成 30 年度に遠隔授業を実施する大学等が 28％
であったことを考えると、新型コロナウイルス感染拡大下の学修機会の確保

の必要性を契機として、大学における遠隔教育が急速に普及・進展していると

評することができる。 
 ICT を生かした遠隔教育の最大の利点は、地理的、空間的、時間的制約から

の解放である。令和３年に文部科学省が実施した調査8では、学生にとっての

遠隔教育のメリットとして、自分のペースで学修することができること、自分

の選んだ場所で授業を受けられること等が挙げられている。一方で、質問等、

相互のやり取りの機会が少ないこと、友人と授業が受けられないこと、身体的

 
 
6 「令和元年度の大学における教育内容等の改革状況について」によると、全学的な教育目標とカリキュラムの整合性

を検証する委員会を設置している割合が約 46％、シラバスに人材養成の目的もしくは学位授与の方針と当該授業科目

の関連を記載している大学の割合が約 64％にそれぞれとどまっている。学部段階において、学生の学修成果の把握を

行っている大学は全体の約 60％となっているとともに、学生への履修指導やキャリア相談に学修成果に関する情報を

活用している大学も約 53％にとどまっている。 
7 教育再生実行会議第 12 次提言（令和３年６月）や規制改革推進会議答申（令和３年６月）、（一社）日本経済団体連

合会と国公私立大学のトップから成る「採用と大学の未来に関する産学協議会」（令和３年４月）や、（一社）私立大

学連盟等（令和３年７月）からもニューノーマルにおける大学教育の在り方について提言が行われている。 
8 新型コロナウイルス感染症の影響による学生等の学生生活に関する調査（令和３年５月 25 日） 
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な疲労が大きいことなどがデメリットとして挙げられている。その他、遠隔教

育であれば国内外の他大学等の授業を履修することが容易となる、通学が困

難な状況でも学修機会を確保することができるといった利点も想定される。

実際、海外の大学ではオンライン環境を活用した教育プログラムを提供する

ことで優秀な留学生を獲得しようという動きも見られ、世界的な人材獲得競

争が激しさを増す中、我が国においても、遠隔教育等が切り拓く可能性を生か

した新しい高等教育の姿を構築していくことが求められている。 
その際、学修者本位の視点に立ち、面接か遠隔かの二分法から脱却し、双方

の良さを最大限に生かした教育の可能性を追求することが重要である。また、

大学は単に知識・技能を修得するためだけの場ではなく、全人格的な教育の場

である。授業内外において教員と学生との間で質問等の相互のやり取りをす

ることや学生同 2 士の会話や議論を通じた知識の拡大や考え方の深化を図る

ことも重要であり、大学における全ての経験がオンライン環境で代替し得る

ものではないことにも留意が必要である。 
遠隔教育の取組はまだ試行錯誤をしながら改善を図っていく段階にある。学

修者本位の観点から遠隔教育の取組を充実させていくためには、安全で快適

な通信環境の整備や技術的な支援体制の構築も重要となる。また、各大学のデ

ィプロマポリシーを達成するための教育方法としてカリキュラムポリシーに

遠隔教育が適切に位置づけられ、面接授業と遠隔授業の双方の良さを生かし

た教育が提供されることが求められる。このことを踏まえれば、今後、大学に

おける先導的・先進的な取組が積極的に行われ、その実践の検証や評価を通じ

て、遠隔教育がどのような授業に適しているのか、面接授業との効果的な組み

合わせ方はどのようなものか、遠隔教育を効果的に行う上でどのような指導

体制の整備、サポートスタッフの配置が必要となるのかなどについて、知見を

蓄積していくことが求められているといえよう。 
これらの現状と課題意識を踏まえ、大学設置基準をはじめとする質保証シ

ステムについて、国際通用性を確保しつつ、時代の変化に対応し、将来を見据

えて充実させるべく中央教育審議会大学分科会質保証システム部会（以下、

「部会」という。）で議論を進めてきた。 
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１． 質保証システムで保証すべき「質」について 

 
（質保証の前提となる「大学の在り方」） 

 大学教育においてどのような質を保証するべきか議論を行うに当たっては、

その前提となる「大学の在り方」について意識する必要がある。 
 「グランドデザイン答申」では、「保証すべき高等教育の質」として「何を

学び、身に付けることができるのかが明確になっているか」、「学んでいる学

生は成長しているのか」、「学修の成果が出ているのか」、「大学の個性を発揮

できる多様で魅力的な教員組織・教育課程があるか」といったことが重要な

要素として列記されている。これらについては、各高等教育機関は自らの「強

み」として発信・情報公表を徹底することが求められるとともに、設置認可の

段階や認証評価の段階においても、確認されるべき質の根本的な要素である。

また、「教学マネジメント指針」（令和２年１月中央教育審議会大学分科会）で

は、「学修者本位の教育の実現とは、各高等教育機関の既存のシステムを前提

とした「供給者目線」を脱却し、学位を与える課程(学位プログラム)が、学生

が必要な資質・能力を身に付ける観点から最適化されているかという「学修

者目線」で教育を捉え直すという根本的かつ包括的な変化を各機関に求めて

いるものである」とされている。これらは、「学修者を中心に据えた教育の在

り方」と「多様な大学の在り方」を具体化し、対外的に示していくことの重要

性を指摘したものと言えよう。 
併せて、従来の常識や方法がそのままでは通用しない予測困難な時代にあ

っては、多様な価値観を持つ人々が協働して社会と世界に貢献していくこと

が必要であり、高等教育の場はそのための知の共通基盤として「多様な学生

が学ぶキャンパス」であることが求められる。そのためには魅力的な高等教

育を提供するとともに、我が国の高等教育の質が保証されていることが国内

のみならず海外でも認知されることが重要である。 
これらに加えて、今般の新型コロナウイルス感染拡大に際しては、学生の

学びを止めないために各大学の創意工夫の下、遠隔教育をはじめ、従来の枠

組みに捉われない様々な取組が進められた。その結果、遠隔授業と面接授業

それぞれの長所と可能性、問題点と課題等、新たな知見や気付きが浮かび上

がってきており、今後の大学の在り方の検討においては、時間的・空間的な制

約を超え、学内外の様々な資源を活用してどのように学修の効果を最大化さ

せていくのか、という観点からも検討が必要となることが明らかとなった。

同様に、今般の新型コロナウイルスの感染拡大が、困難な状況下においても

学生の学びを保証する観点から、大学としての活動をどのように継続してい

くかという「大学のレジリエンス」という点でも大きな教訓をもたらしたこ
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とも踏まえる必要がある。 
 本部会における質保証システムの在り方の検討においては、こうした「グ

ランドデザイン答申」で指摘されていた大学の在り方と、今般の新型コロナ

ウイルスの感染拡大を受けて表出した新たな大学の在り方をめぐる諸課題を

踏まえつつ議論を重ねてきた。 
 

（保証すべき「質」とは何か） 

質保証システムで保証すべき「質」とは何か、それは、大学が「教育研究を

行い、その成果を広く社会に提供することにより、社会の発展に寄与する」

（学校教育法第 83 条第２項）ことを目的としていることから考えると、「教

育研究の質」であり、社会の発展に寄与するためにいかにその成果を提供する

ことができているかということになる9。 
「教育研究の質」に関して、「教育の質」については過去の中央教育審議会

大学分科会の議論10では「学生の学びの質と水準」であるとされている。「学

生の学びの質と水準」をいかに確認するのかという観点からすると、それは、

学生が学びたいことを学ぶことができる条件・環境が整っているか、実際に学

生が何を学び、いかに成長できたのかという意味で各大学において確認され

るものであり、学修者本位の質保証を考える上で重要な前提となる。学修者の

立場からしてみれば、「学修の質」と表現することも可能であり、「教育の質」

を論じる際には同時に「学修の質」も取り扱う必要があることを意識せねばな

らない。 
実際に「教育の質」を保証する上で公的な質保証システムの中で確認・評価

することが適切かつ現実的なものとしては、例えば、大学が自らの教育理念・

目標を踏まえ、策定・公表する３つのポリシーに基づき、当該３つのポリシー

における学修目標の達成に学生を導くべく、必要な教育環境・教育体制を十全

に整えているか否か、実際の学修成果の状況や学生の声、ステークホルダーか

らの要請等を踏まえて大学自らが点検・評価し、課題を抽出し、自律的に教育

課程や指導方法を改善していく仕組み（内部質保証）を整えているかどうか、

さらに、実際にその内部質保証の仕組みが機能しているのかどうか等の観点

が挙げられよう。 
一方で公的な質保証システムで保証すべき対象として、「研究の質保証」は、

 
 
9 「大学の質の保証に係る新たなシステムの構築について」（平成 14 年８月中央教育審議会答申）においても「大学

の自主性・自律性を踏まえつつ、大学の教育研究の質の維持向上を図り、その一層の活性化が可能となるような新た

なシステムを構築すること」が求められている。 
10 「中長期的な大学教育の在り方に関する第１次報告－大学教育の構造転換に向けて」（平成 21 年６月 大学分科

会）や「中長期的な大学教育の在り方に関する第４次報告」（平成 22 年６月 大学分科会） 
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これまであまり論じられてこなかった。だが、高度で専門的かつ実践的な学び

を提供していくためには、大学は常に独自性と先進性に満ち、新たな知を生み

出す活動である研究を展開し続ける必要がある。教育と研究を両輪とする大

学の在り方11を実現する観点からは、持続的に優れた研究成果が創出されるよ

う研究環境の整備や充実等が行われていることについて、例えば設置認可審

査や認証評価などの質保証システムにおいて一定程度確認していくことも検

討すべきではないかと思われる。 

 
（教育の質・学修の質を保証するために） 

我が国の公的な質保証システムでは、事前規制である設置認可審査におい

て大学設置基準や関係法令に適合しているか、十分な学生確保の見通しがあ

るか等について審査し、文部科学大臣が認可をする仕組みとなっている。 
その上で、設置認可審査における確認のみでは、実際に活動している大学の

教育の質が保たれていることとはならないことから、情報公表や認証評価と

いった事後チェックとしての諸制度が、認可後の大学の質保証を担保する機

能を担っている。設置認可の際に最低限遵守すべき事項に加え、実際に大学が

教育研究活動を行っていく中で、大学が自主的に点検評価を続け、自ら設定し

ている使命や目的を達成しているか、また、学修者や社会が期待する学修成果

が認められるかを自ら示すことができて、はじめて教育の質が保証されてい

ると言える。また、情報公表や認証評価は、他大学との差異を見出し、それぞ

れの大学の強みや特色を分析し、打ち出していく上でも重要な仕組みとなっ

ている。 
このために必要となるのが、３つのポリシーであり、また、大学の内部質保

証の取組である。３つのポリシーは、大学における教育の質を保証していく上

で核となるものである。各大学が教育研究の特性を踏まえ、一貫性・整合性あ

るものとして定めるとともに、三者の関係を分かりやすく示し、大学内外に積

極的に発信すること、様々なステークホルダーが十分に理解できるような内

容として表現することが求められる。とりわけ、大学の構成員である教員、職

員、学生にしっかりと理解されていることが重要である。 
また、教学マネジメントが適切に行われており、学生が入学時から実際に

３つのポリシーに沿ったカリキュラムで学ぶことができるように設計されて

いることが必要である。その際、学内に３つのポリシーに基づいた教育が行

われていることを確認するための自己点検・評価の仕組みが学位プログラム

単位で整備されており、学生や社会の声を反映しつつ不断の見直しが行われ

 
 
11「教育と研究を両輪とする高等教育の在り方について」（令和３年２月９日 中央教育審議会大学分科会） 
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ていること、換言すれば内部質保証の仕組みが整備され適切に機能している

ことが重要である。 
これらの取組が全ての大学で行われていくことで、個々の大学ひいては我

が国の大学等における教育研究の質が全体として保証され高められていくこ

とに繋がる。日本の大学進学率はすでに 50％を超えており、いわゆる高等教

育のユニバーサル段階に到達して久しい。公的な質保証システムとしてはこ

のような現在の大学の多様な在り方も踏まえ、大学における国際通用性のあ

る「教育研究の質」を保証するため、①最低限の水準を厳格に担保しつつ、②

大学教育の多様性・先導性を向上させる方向で改善・充実を図っていくこと

が求められている。  
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２． 改善・充実の方向性 

 

（検討の方針） 

 本部会は、平成 30 年の「グランドデザイン答申」に基づき、質保証システ

ムについて専門的に審議を行う目的で設置された。「グランドデザイン答申」

で議論された事柄を足場としつつ、「学修者本位の教育の実現」をはじめとす

る考え方を質保証システムへと反映させることがミッションであり、大学設

置基準、設置認可審査、設置計画履行状況等調査（ＡＣ）、認証評価、情報公

表といった仕組みのそれぞれと全体において、「グランドデザイン答申」の方

向性に沿っているかを検証し、必要な場合には見直しを行うことを使命とし

ている。 
また、質保証システムは単に大学を評価するものではなく、大学の自主性・

自律性に基づく自己改善を促進するためのものであり、大学は、そうした一

連の営みを通して社会から理解と支持を得ることができ、また、必要な情報

を社会に公表し社会との対話を進めることで教育研究等の更なる充実が可能

となる。すなわち「社会に開かれた質保証」の重要性である。 
こうした観点から、本部会における審議は、「学修者本位の大学教育の実現」

及び「社会に開かれた質保証の実現」を、検討の方針として、議論を行ってき

た。 
「学修者本位の大学教育の実現」の観点からは、教学マネジメントが適切

に行われていることなど、個々の学位プログラム単位で内部質保証が機能し

ていることが求められる。そのためには、各大学において学位プログラム毎

に適切な情報が公表され、認証評価の際に、各大学で学位プログラムごとに

学修成果が把握されていることや研究成果を継続的に生み出すための環境整

備等「教育研究の質」が適切に確認されていることも求められよう。 
「社会に開かれた質保証の実現」の鍵となるものは、何よりも適切な情報

が公表されていることである。各大学による積極的な情報公表はもとより、

認証評価の結果やその他の必要な情報が、社会が利用しやすい形で適切に公

表されていることが求められる。 

 
（具体的に制度を改善・充実していくための視座） 

これらの検討方針の下で質保証システムを構成する個別の制度の改善・充

実を具体的に検討していくに当たり次の４つの視座を設定した。 
第一に「客観性の確保」である。「学修者本位の大学教育」と「社会に開か

れた質保証」を実現するためには、学修者にとっても社会にとっても、質保

証の仕組みやそれぞれの大学教育の状況が、分かりやすくかつ予見可能性が
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あることが必要である。また、質保証システムの中で、各大学の創意工夫に

基づく取組が実行可能であるためには、その許容される範囲や制限される事

項等の仕組み自体が客観的なものであることが必要である。すなわち、学生

や保護者、社会一般の関係する誰もが理解可能な、客観性のある質保証シス

テムであることが求められる。例えば、大学設置基準を今の時代に合った、

より客観性のある分かりやすい基準とするとともに、その基準に基づく考え

方を十分に周知し、設置認可審査について内規や運用に基づく審査からの転

換を図る必要があろう。また、認証評価についても、認証評価機関によって

評価結果や評価水準の差があるという指摘がある中、より評価の客観性を高

め、国際通用性のある仕組みへと充実させていくことが求められる。 
第二に「透明性の向上」である。学修者等が適切な情報を得ることができ、

また、社会に対して大学が教育研究の状況について説明責任を果たしていく

ためには、大学内部の必要な情報が適切に外部にも公開され、学修者や社会

が当該情報にアクセス可能になっていることが必要である。また、大学の取

組の公正性を担保するためにも、各種の必要な情報が公表されているなど、

透明性の向上が求められる。例えば、認証評価の不適合や設置認可審査の指

摘事項の根拠の明示、情報公表の徹底等により、透明性を向上させる必要が

あろう。 
第三に「先導性・先進性の確保（柔軟性の向上）」である。社会との人材の

往還により大学教育を充実させ、より学修者本位の大学教育を実現していく

ためには、大学は社会変革を促すための知と人材の集積拠点として、先導的・

先進的な取組を常に行い続けることが期待されている。これらの取組の実行

可能性を保証し推進するために、質保証システムは、常に変化し続ける社会

に対応するための柔軟性を確保する必要がある。例えば、時代の変遷に対応

した教育研究組織を容易に編制可能とするよう、最低限の水準を厳格に担保

しつつ大学設置基準の柔軟な運用を可能とすることや内部質保証の体制・取

組が優れている大学に対しては認証評価の負担を軽減するといった弾力的な

取扱いを可能とし、大学の創意工夫を促していくことが必要であろう。 
第四に「厳格性の担保」である。学修者の学びを保証するとともに質保証シ

ステムの実効性を確保するという観点から、大学等が果たすべき義務や、求

められた基準を満たさなかった場合の取扱い等に関する厳格性が担保されて

いることも求められる。例えば、情報公表の徹底や認証評価の評価結果に基

づく対応の厳格化が必要であろう。 
なお、質保証システム全体を考える上で、最低限の質を保証するという意

味での厳格性の要請と、大学における先導的・先進的な取組を可能とする柔

軟性の向上は、時にトレードオフの関係となることにも留意が必要である。 
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また、質保証システムは事前規制から事後チェックまでを含む複合的なシ

ステムであることから、全体のバランスについて留意しつつ、一部のシステ

ムに過重な負担がかかることがないよう留意することが必要である。 
 また、大学における教育研究の質保証は、国や大学関係者の取組のみで完

結するものではなく、社会とりわけ地域社会や産業界、高等教育をめぐる国

際的な動向等との関わり合いの中でも規定されていくものであることを踏ま

え、質保証それぞれの仕組みに加え、社会との相互作用の中で営まれるエコ

システムとして質保証システムを捉えていく視点も重要となる。 
 これらの点に留意しつつ、将来を見据えながら効果的かつ効率的な質保証

システムの改善・充実を行っていくことが重要である。 

 

２つの検討方針 

①学修者本位の大学教育の実現 
②社会に開かれた質保証の実現 

 
４つの視座 

①客観性の確保 
②透明性の向上 
③先導性・先進性の確保（柔軟性の向上） 
④厳格性の担保 

 
※以下、各質保証システムの改善・充実方策について、２つの検討方針と４つ

の視座に基づき整理をしていく。その際、例えば、先導性・先進性を確保す

るためには客観性を向上させる必要があること、また、透明性を向上させる

ことが厳格性の担保につながることなど、それぞれの視座は背反関係にある

ものではなく、相互に関係し合うものであることに留意が必要である。 
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３． 各質保証システムの改善・充実 

 
（１）大学設置基準・設置認可審査 

  
（大学設置基準・設置認可審査の性質） 

 大学設置基準は、大学としての必要最低限の量的・質的構成要素を具備し

ているかを確認するための基準として定められている（大学設置基準第１条

第２項）。現行の我が国の質保証システムは、前述のとおり事前規制型の長所

と事後チェック型の長所を併せ持つように設計されており、大学設置基準を

満たしたからといって大学として望ましい水準に達しているとは必ずしも言

えない。自己点検・評価をはじめとする内部質保証や情報公表、認証評価等

の事後チェックも含めた質保証システム全体を通じて大学自らが不断に質的

改善を図っていく必要があり、その中で、大学設置基準は、まさに最低限の

質保証を図るものとして重要な役割を果たしている。 
また、設置認可審査においては、基本的には、大学設置基準等の関係法令を

大学としての実体を伴うための最低基準かつ、質保証の前提条件となるもの

とした上で、大学や学部の新設等について、大学設置基準や関係法令に適合し

ているか、十分な学生確保の見通しがあるか等について審査し、文部科学大臣

が認可をする仕組みとなっている。 
これまでの設置認可審査においては大別すると「設置計画についての審査」

と「教員審査」の２つの観点で審査が行われている。「設置計画についての審

査」では、①設置の趣旨・目的が学校教育法上の大学の目的に適合しているか、

②必要な教育課程が体系的に編成されているか、③必要な教育研究組織並び

に必要な教員が置かれているか、④その他、名称が大学等として適当である

か、必要な施設設備等を有しているか等について確認が行われている。また、

「教員審査」として、当該計画上の教員について、研究等の業績を有するとと

もに教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有する者であるか否かが確

認されることになる。 
 こうした観点も踏まえつつ、大学設置基準の規定の見直しに当たっては、

各規定が最低限の質保証を担保する上で果たしている役割や規定改正が与え

る影響、また、高等教育の質保証システム全体のバランスも考慮しながら検

討を進める必要がある。 

 
（大学設置基準・設置認可審査の見直しの背景） 

一方で、「はじめに」で指摘したように、近年、大学を取り巻く環境が急速

に変化するとともに、新型コロナウイルス感染症の拡大により、キャンパスを
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中心とする大学の日常が大きく変化した。 
社会全体が大きく変動する中、学修者本位の観点から大学が創意工夫に基

づく多様で先導性・先進性のある教育研究活動を行っていく際に、現行の質保

証システムが何らか制約になっている面があるのではないか、新たな取組を

生み出していく上で、質保証システム全体として最低限保証すべき質を厳格

に担保しつつも、時代に応じて柔軟性のある仕組みにしていく必要があるの

ではないか、という指摘がある。 
また、昨今、大学教育における質保証を図るための大学運営の在り方を示す

ものとして大学分科会が取りまとめた「教学マネジメント指針」等においても

学位を与える課程である「学位プログラム」の重要性が指摘されている。「学

位プログラム」は、かつては学生・教員が同じ組織に属し、教育研究活動を一

体として行う学部・学科等と一対一対応する形で実施されていたが、学部以外

の教育研究上の基本となる組織を置くことができる今日では、教員組織と教

育組織を別組織とするいわゆる「教教分離」を導入し、プログラム単位で担当

する教員や事務職員を確保し教育体制を整備するなど、必ずしも教員が所属

する組織と一対一対応しない「学位プログラム」を実施する大学も存在してい

る。 
現在の設置認可制度は、新たに授与する学位分野と教育課程等との関連性

や、その教育課程を実施するために必要な教育資源が整っているかを確認し

ている。すなわち、教育課程はどのような授業科目で構成されているか、そ

れらの授業科目は適切な能力を持った教員が担当しているか等を確認した上

で、分野限定で学位授与権を付与する仕組みとなっており、教員の所属組織

と一対一対応しないケースも含め、既に「学位プログラム」毎の質保証が行

われる形となっている。しかしながら、大学教育の質保証の単位が学位プロ

グラムであること、各大学における内部質保証は学位プログラムを基礎とし

て行われるべきことを大学に対しても社会に対しても更にわかりやすく明確

にすべきでないかという指摘がある12。また、大学教育は国際的に単位制度を

標準として構築されており、学士課程を修了するにあたり、概ね 5,400 時間

程度の総学修量が求められている13。この時間は、授業時間だけではなく学生

 
 
12 我が国においては、大学等における様々な学習機会の提供の促進を図る観点から、大学等の教育・研究資源を活か
し一定の教育計画の下に編成された総時間数 60 時間以上の体系的な知識・技術等の習得を目指した教育プログラムに
対して履修証明書（certificate）を交付する仕組みも存在する。また、諸外国では１単位に満たないものも含む小さな
学習モジュールに対して履修証明を与えるマイクロクレデンシャルの取組や、学修履歴証明をデジタル化して複数国
間での学生の流動化を促進するような動きが盛んになっており、こうした国際的な動向も踏まえた質保証の在り方に
ついても留意が必要である。 

13 日本の場合、1 単位 45 時間（そのうち、授業時間は講義・演習は 15 時間から 30 時間、実験・実習・実技は 30 時
間から 45 時間の範囲で各大学が定める）、卒業要件が 124 単位以上であり、総学修量は 5,580 時間以上となる。この
学修量を４年間にわたって配当する仕組み（修業年限４年）となっている。なお、欧州の大学では欧州単位互換制度
（ECTS）が整備され、概ね１単位時間平均 25～30 時間、卒業要件 180 単位（総学修時間 5,400 時間程度）、米国の
大学では概ね１単位 45 時間、卒業要件 120 単位（総学修時間 5,400 時間程度）が標準とされている。 
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が予習・復習等を行う授業外学修時間を含めた標準的な時間として設計され

ているが、我が国においては講義・演習、実験・実習・実技と授業方法によっ

て授業時間の範囲が定まっており、授業方法によらず各大学の判断でより柔

軟に行えるようにすべきではないかといった指摘がある。学期の区分や授業

期間、授業回数等についても現行制度上各大学の判断で柔軟に行うことが可

能となっており、旧来より２学期制、３学期制を想定した制度であったもの

の、実態としてはほとんどの大学で２学期制、一授業科目 2 単位 15 回の授業

が実施され、それが慣行化してきたことなどにより、自らの判断によって柔

軟な運用が可能であることが大学現場で十分理解・周知されていない可能性

も指摘されている。さらに、こうしたことが、授業科目の細分化により体系

的な履修がなされないという学修の実質化の課題につながっているという指

摘もある。 
このように教育課程の在り方や考え方の柔軟化や明確化が求められるのと

同時に、教員の在り方、図書・資料等の確保の仕方、授業運営の方法、授業実

施に伴い確保すべき施設設備・教育環境等についても、通学制の大学は、通

信制の大学と異なり、キャンパスを通じて、学生同士や学生と教職員の間の

人的な交流が行われることを想定したものであることや施設基準は大学教育

の継続性・安定性を確保するための資産要件としても活用されることなど、

学修者のための最低限の学修環境を整える基準であることにも留意しつつ、

他方で近年の状況の変化や新たな制度の創設等に対応し、規定を見直す必要

が指摘されている。 
これらの指摘も踏まえ、大学設置基準については、①時代の変化に対応し

つつ将来を見据えた大学設置基準全体の見直しを行うとともに、②共通とな

る最低基準性を担保しつつ大学教育の多様性・先導性を向上させていくよう

な見直しが求められている。 

 
（大学設置基準・設置認可審査の改善・充実の方向性） 

これを踏まえ大学設置基準等については以下の観点で改善・充実を行っては

どうか。 

 

大学設置基準・設置認可審査の改善・充実の方向性 

【学修者本位の大学教育の実現】 

○大学教育の質保証の単位である学位プログラムは３つのポリシーに基

づいて編成されるものであり、各大学における内部質保証は学位プログ

ラムを基礎として行われるべきことを理念上明確にする。＜通知等＞ 
○内部質保証による教育研究活動の不断の見直しが求められることを理
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念上明確にする。＜通知等＞ 

 
【客観性の確保】 

○「学位プログラム」は教員のみならず多様な役割や専門性を持つ職員が

連携して実施するとともに、必要な体制を組織していくことが重要であ

り、現在は大学設置基準の様々な箇所に分散して規定されている教員や

事務職員、各種組織に関する規定を一体的に再整理する。＜大学設置基

準改正＞ 
○クロスアポイントメント等多様な働き方が広がっていることも踏まえ

「一の大学に限り専任教員となる」という現行の「専任教員」の在り方

についてその定義等を見直す。＜大学設置基準改正＞  

【「専任教員」の見直しのイメージ】 
・見直し内容：「専任教員」の概念を「基幹教員」（仮称）と改め、そ

の定義を教育課程の編成等に責任を担う者であって、

一定以上の授業科目を担当する教員（例 年間 8 単位以上等）

とし、大学設置基準上最低限必要な教員の数の算定に

あたり一定以上の授業科目を担当する常勤以外の教員

については一定の範囲（例 半数まで、1/4 程度）まで算入を

認める14・15。また、主要授業科目の担当16を基幹教員

（仮称）とする。 
※「一の大学に限り専任教員となる」という現行の専任教員の概念を改め基幹教

員（仮称）の概念を導入することで、複数の大学や学部で基幹教員（仮称）

となることも可能になるとともに、民間からの教員登用が促進されることが

期待される。 

・留意事項：教育研究の質の低下を招かないよう、学内及び学外での

兼務の際の取扱いやその際の条件については制度化に当

たり留意する必要17。また、大学の教育研究体制等への影

響も踏まえ、各大学において基幹教員（仮称）の情報（学

 
 
14 過去の設置認可審査においては、教員の専任性を確認する際の運用上の考え方として、以下に該当する場合は更なる

情報や説明を要求して、個々に確認・審査が行われていた。 
・年間担当単位数８単位未満かつ月額報酬 20 万円未満 
・大学以外の業務の従事日数が週３日以上 
・月額報酬 10 万円未満 
・大学以外の業務に従事する者が、当該大学における専任教員全体の半数程度以上を占めているもの 

15 現在、専門職大学において年間６単位以上の授業を担当し、かつ、教育課程の編成等について責任を担う者は「み

なし専任教員」として算定することが可能（専門職大学院の場合は年間４単位以上） 
16 現行制度では、原則として専任の教授又は准教授が担当。 
17 とりわけ若手教員の処遇等が不安定になることがないように制度設計の際には留意が必要。 
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位、教育及び研究業績、経歴など）を常時公表し、外部

からの検証が受けられるようにするなど、データやエビ

デンスに基づく分析等を行うことができるようにするこ

とが求められる。 

 
○電子的な学術情報の重要性が増していることに鑑み、「図書」や「雑誌」

等の表現については「教育研究に必要な資源」とするなど電子化やＩＴ

化を踏まえた規定に再整理する。＜大学設置基準改正＞ 

○「空地」については、教員と学生、学生同士の交流の場として再整理す

る。＜大学設置基準改正＞ 

○組織的な教育の実践の観点から、授業運営に携わる者として個々の教員

だけではなく、ＴＡ（ティーチング・アシスタント）やＳＡ（スチュー

デント・アシスタント）などの教育補助者についても、大学設置基準上、

教育を補助する者として明示的に規定するとともに、大学等は、質保証

の観点から当該者に対し必要な研修を行うものとする旨併せて規定す

る。＜大学設置基準改正＞ 
○物理的な教材（書籍、CD-ROM 等）や放送授業を前提としている大学通

信教育設置基準の現在の規定ぶりについて、クラウドでの教材提供やオ

ンデマンドでの映像教材配信など、デジタル時代に対応する観点で、一

定の見直しを行う。＜大学通信教育設置基準改正＞ 
○大学における実務家教員の定義の明確化を図る観点から、専門職大学で

示している例も参考に、設置認可の教員審査においての業績の考え方に

ついてより具体的に周知する。＜通知等＞ 

○大学・専門職大学の名称については、審査の明確化や申請者側・審査側

の負担軽減を図るため、申請者に対しては大学・専門職大学の名称に教

育研究の内容が含まれている場合、大学が行う教育研究の内容を適切に

表現したものとするように周知するとともに、設置認可審査においては

大学設置基準上、原則、申請者の広い裁量が認められるものであること

を踏まえた適切な審査を求める。＜通知等＞ 

 
【先導性・先進性の確保（柔軟性の向上）】 

○クロスアポイントメント等多様な働き方が広がっていることも踏まえ

「一の大学に限り専任教員となる」という現行の「専任教員」の在り方

についてその定義等を見直す。＜大学設置基準改正＞（再掲） 
○柔軟な教育課程編成を可能とするため、国際通用性の観点等を踏まえつ

つ、「講義・演習・実習・実験」の時間区分の大括り化や単位当たり時間
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は標準時間であることの明確化など単位制度の柔軟な運用を可能とす

るよう見直しを行うとともに、現行制度下でも大学の判断で学期の期間

や授業期間、科目当たり単位数など弾力的な教育課程編成が可能である

ことを周知する。＜大学設置基準改正等＞ 
○大学の創意工夫に基づく取組を促進し、今後の大学設置基準の改善につ

なげるため、内部質保証等の体制が十分機能していることを前提に、教

育課程等に係る特例を認める制度を新設する。＜大学設置基準改正＞  

 

【大学設置基準の特例制度のイメージ】 
・対象：認証評価を受審して「適合」認定を受けている大学から申

請を受け付ける。 
・要件：３つの方針を通じた学修目標の具体化や教育課程の編成・

実施、全学的な成績評価基準の策定・公表や当該基準に基

づく学修成果の把握、成績評価・単位認定の適切な実施な

ど、機関として内部質保証の体制が十分に機能しているこ

と、「教学マネジメント指針」に掲げられた情報公表事項を

積極的に公表していること、申請計画について、特例を申

請する目的や特例の対象となる学位プログラムにおいて

目指す教育効果が明確であり先導性があること、特例によ

る教育活動において質担保の方策が講じられていること

等を要件として、有識者会議等において確認することとす

る。 
・内容：学部学科等の教育研究の充実を図り、今後の大学設置基準

の改善につなげるため、大学設置基準に拠らない取組を認

めるとともに、当該取組の効果検証を行い各種データの公

表・報告を求める。 
・特例事項：例えば、遠隔授業による修得単位上限（60 単位）、単

位互換上限（60 単位）、授業科目の自ら開設の原則、

校地・校舎面積基準等が考えられる。 
・留意事項：▶大学の申請が要件を満たしていれば特例制度の活用

が認められるような、意欲ある大学が活用しやすい

仕組みとすることが必要。 
▶特例措置の効果を検証するためにも特例を認める期

間を定めることも検討。 
▶問題が生じた際の特例取消し等についても措置する

とともに、所属する学生にとって不利益のないよう
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制度設計をすることが必要。 

 
○学長室、会議室、学生自習室、学生控室等の校舎等施設については、多

面的な使用等も想定し、例えば「その組織及び規模に応じて学生に対す

る教育及び研究に支障のないよう必要な施設を備える」といった機能に

着目した一般的な規定として見直す。＜大学設置基準改正＞ 
○運動場、体育館等のスポーツ施設やその他の厚生補導施設については、

例えば「学生に対する教育又は厚生補導を行う上で必要に応じ運動場等

を設ける」など、各大学の実情や必要性に応じて整備を行うべき施設と

するように規定に改める。＜大学設置基準改正＞ 
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（２）認証評価制度 

  
（認証評価の性質） 

 認証評価については、大学が自らの教育研究等の状況について自己点検・評

価を行うとともに、文部科学大臣の認証を受けた第三者機関による評価を定

期的に受けることで、評価結果を踏まえて自ら改善を図ることを促す仕組み

として平成 16 年度より制度化された。 
認証評価機関は、文部科学大臣が定める細目を参照しつつそれぞれが大学

評価基準を策定し、大学からの求めに応じて各認証評価機関の基準に適合し

ているか否かを評価する。制度創設当時の参議院における附帯決議において

も「認証評価制度の導入に当たっては、大学の個性・理念を損なうことのない

よう、公正、妥当かつ透明性ある評価を確保するとともに、全ての大学が適正

に評価を受けることができるよう、認証評価機関の整備充実に配慮すること。

また、評価機関を認証する際の基準を明確にし、多様な評価基準・評価手法を

持つ複数の評価機関が活動できるように努めるとともに、評価が与える社会

的影響を認識しつつ、評価の在り方についても必要に応じ見直しを行うこと」

とされており、その趣旨に基づく制度運営がなされてきている。 
大学全体を対象とする機関別の評価については７年以内ごとに、専門職大

学・専門職大学院の課程を対象とする分野別評価については５年以内ごとに

大学に受審義務があり、機関別評価については現在、７年に一度の評価の３

回目となる第３サイクルの評価が実施されている。第３サイクルからは「教

育研究活動等の改善を継続的に行う仕組み（内部質保証）」を重点的に評価

するとともに、不適合となった場合には文部科学大臣が報告又は資料の提出

を求めることとされるなど制度の充実が図られてきており、認証評価制度

は、国際通用性のある質保証の枠組みとして、質保証システムにおける事後

チェックの中核という役割を担っている。  

 
（認証評価の見直しの背景） 

しかしながら、認証評価については、内部質保証が真に有効に機能している

か否か、また、大学の教育研究活動の状況（学修の質や水準、研究環境整備等）

が十分に評価できていないのではないかとの指摘がある。また、認証評価機関

によって評価結果や評価水準の違いが存在するのではないかという指摘もあ

る。認証評価機関の中には、国際的な質保証ネットワークの外部評価を受審す

るなど、第三者評価を取り入れることで認証評価機関としての質の向上に取

り組んでいる機関もある。国際通用性のある仕組みとして認証評価機関その

ものの信頼性の向上が求められている。 
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評価結果についても、現状、各認証評価機関のホームページに結果が公表さ

れるとともに、認証評価機関連絡協議会のホームページにおいても当該結果

が掲載されているが、そもそも認証評価制度について社会的に十分認知され

ておらず、認証評価自体が大学関係者の世界に閉じたものとなっているとい

う指摘もある。ホームページにおける結果の公表も必ずしも社会が利用しや

すい形になっていないのではないかと指摘されている。例えば公益財団法人

大学基準協会では、評価結果のうち「長所」「特色」として取り上げた各大学

の優れた取組をホームページ上から検索・閲覧することが可能となっており、

こうした取組をはじめ、認証評価結果やその価値を社会と共有しつつ、認証評

価を充実させていく取組が各認証評価機関に求められていると言えよう。 
加えて、機関別と分野別の評価サイクルが異なるなど評価に伴う大学の負

担が増加しているのではないかという指摘もある。欧州では、学位プログラム

毎の分野別評価が先に行われており、大学の負担を軽減する観点から、内部質

保証の取組が機能している大学については機関別評価を実施するという形で

制度が導入されていった。一方、我が国においては、認証評価制度導入時に、

機関別評価として制度を導入するとともに、専門職大学等については、加えて

分野別の評価も実施するという枠組みとなっている。こうした制度創設に伴

う経緯も踏まえつつ、合理的な制度へと改善・充実していくことが求められて

いる。 
特に大学が評価結果に基づき質向上に取り組むことを促す手立てが必要で

あり、不適合となった大学に対しては評価をより綿密にすることが必要では

ないか、といった指摘もなされているところである。 
認証評価機関が単なる７年に１度外部評価を実施する機関としてではなく、

受審前から受審後、そして次の受審まで、大学の自己改善のプロセスに伴走

し、大学教育と認証評価が一体となって大学全体の質向上につながっていく

ような在り方が望まれる。そのためには、受審負担の軽減を図りつつ実効性の

ある制度へと転換していくことが求められている。 

 
（認証評価制度の改善・充実の方向性） 

これを踏まえ、認証評価制度については以下の観点で改善・充実を行っては

どうか。 

 

認証評価制度の改善・充実の方向性 

【学修者本位の大学教育の実現】 

○内部質保証について、自己点検評価の体制が整っているかだけでなく、

自己点検評価結果により、どう改善されたかを評価し公表する形へと充



 

21 

実する。＜通知等＞ 
○学修成果の把握や評価に関することや研究成果を継続的に生み出すた

めの環境整備や支援の状況に関することについても大学評価基準に追

加する。＜省令改正＞ 

 
【社会に開かれた質保証の実現】【透明性の向上】 

○認証評価機関や評価を受ける大学の多様性に配慮しつつ、各認証評価機

関の評価結果を例えば国等のホームページ等において公表するなど、社

会が利用しやすい形で一覧性を持って公表することを検討する。その

際、設置計画履行状況等調査（ＡＣ）における指摘事項等も併せて公表

する。＜その他＞ 

 
【客観性の確保】 

○認証評価機関や評価を受ける大学の多様性に配慮しつつ、認証評価機関

の質保証の更なる充実に資する取組を推進する（例 認証評価機関連絡

協議会の機能強化や認証評価機関に関する審査委員会の更なる活用

等）。＜その他＞ 

 
【先導性・先進性の確保（柔軟性の向上）】 

○認証評価で内部質保証の体制・取組が特に優れていることが認定された

大学に対しては、次回の評価においてその体制・取組が維持・向上され

ていることを確認しつつ、評価項目や評価手法を簡素化するなど弾力的

な措置を可能とする。＜通知等＞ 
○法令適合性等について適切な情報公表を行っている大学に対して、法令

適合性等に関する評価項目や評価手法を簡素化するなどの措置を可能

とする。＜通知等＞ 
○分野別評価と機関別評価のサイクルが異なること等に伴う大学の受審

負担を軽減する仕組みや分野別評価の合理化の在り方について、認証評

価の実施状況や受審大学の状況も踏まえ引き続き検討する。＜その他＞ 

 
【厳格性の担保】 

○不適合の大学については受審期間を短縮化（例：３年）する。＜政令改

正＞ 
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（３）情報公表 

 

（情報公表制度の性質） 

 大学において教育研究活動等の状況を公表していくことは、学生や学費負

担者、入学希望者等の直接の関係者に加え、社会に対して説明責任を果たして

いく上で重要であるとともに、積極的な情報公表を基盤とする社会とのコミ

ュニケーションや多様なステークホルダーとのエンゲージメントを通じて各

大学の教育研究活動の質を維持・向上させていく上でも重要な取組である。ま

た、そうした営みを通じて社会からの信頼と支援を得ることで、更なる教育研

究の質の向上につながるという好循環を生み出すことも期待され、情報公表

の徹底は「社会に開かれた質保証」の実現のための極めて重要なものである。 
 大学における情報公表制度は平成 11 年に当時の大学設置基準に、大学が「教

育研究活動等の状況について積極的に情報提供する」旨の規定が設けられた

のが始まりである。その後、平成 19 年に学校教育法において教育研究活動の

状況を公表することが義務付けられ、平成 23 年に学校教育法施行規則におい

て具体的に各大学が公表すべき教育研究活動等の状況についての情報が規定

され、以降、認証評価においても情報公表の取組状況を評価することとされた。

さらには、「教学マネジメント指針」においても、大学における学修成果や教

育成果、これらを保証する条件に関する情報として意義があると考えられる

情報について、公表の意義、公表することが考えられる内容、情報収集等の方

法の考え方が整理された。こうした関連規定の整備等に基づき、各大学で情報

公表の取組が進展しつつある。 
また、国内外への情報発信、教育情報の活用による大学活動状況の把握・分

析及び各大学の情報提供の負担軽減を目的として、データベースを用いた大

学の教育情報の活用・公表のための共通的プラットフォームとして平成 27 年

３月より「大学ポートレート」が運用されている。大学ポートレートについて

は令和３年８月現在 1,056 校（国内の大学の 95.3％）が参加しており、その

運営方針は、設置形態ごとの大学団体、認証評価機関、関係団体、有識者等か

らなる「大学ポートレート運営会議」で決定され、大学コミュニティによる自

律的な運営が行われている。 

 
（情報公表制度の見直しの背景） 

情報公表については上述のような各種の仕組みの充実と各大学の取組によ

って進んできているものの、現在、法令上公表が義務化されている項目では、

学生が実際にどのような知識や能力を修得し、大学が実際にどのような教育

成果を上げたかなどの成果の確認ができないという指摘がある。実際、文部科
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学省の調査18によると、学生の学びの質と水準に大きく関わる項目について、

大学による取組状況に差が見られるところである。 
この点については、入学前の情報提供が不十分で入学後に学生が失望すると

いうミスマッチの問題なども指摘されている。学修者本位の観点からは、大学

における情報公表においても、学生の学びの質と水準に関わる事項について、

実際に学生が学ぶこととなる学位プログラム単位で公表していくことが必要

であろう。 
また、社会から広く有形無形の様々な支援を受けている大学は、社会の公器

として、各種法令への適合性等について、認証評価等の外部からの評価を待つ

ことなく、自ら積極的に情報公表していくことが求められる。それにより認証

評価機関も、法令適合性等に係る外形的な評価を簡素化し、具体的な教育研究

の改善に係る取組を重点的に評価することが可能になるものと考えられる。 
大学ポートレートについては、国公立版については大学改革支援・学位授

与機構が、私学版については日本私立学校振興・共済事業団がそれぞれ運営

を担っているが、情報を提供するプラットフォームが異なるために、例えば

取得可能な資格から大学検索する際に、国公立と私立を別々に検索し直す必

要があるなど、必要な情報を容易に入手できないといった課題や、学生の学

修成果や学位プログラム単位の教育成果、認証評価結果など、大学の教育研

究の質に関わる重要な情報が必ずしも分かりやすく示されていないといった

課題が指摘されている。社会の関心が学生の学修成果や学位プログラムの教

育成果に向けられることのないまま、偏差値や就職実績に関するランキング

等によって一面的に判断される傾向にあることは長年の課題であるが、その

背景には、入学希望者や高校関係者をはじめとした大学に関する情報を求め

る人々にとって、有益な情報が分かりやすい形で提供されていない状況があ

ることは否めない。  

なお、大学に関する情報を多様な観点から比較分析が可能な形で共通のプラ

ットフォームを通じて提供することは、認証評価など質保証におけるデータ

提供の手続きに関わるコストを大幅に削減し、各大学が教学マネジメントを

確立し、学修者本位の教育というミッションを達成するための教学ＩＲ

（Institutional Research）において、それぞれの「強み」と「特色」の分析

やベンチマークを行う上でも有意義であると考えられる。また、全国学生調査

 
 
18 「平成 30 年度の大学における教育内容等の改革状況について」では、大学による情報公表について、

「卒業生の就職率」（89.0％）、「卒業生の主な就職先」（89.9％）、「入学者選抜の状況」（82.7％）、「シラ

バスの内容」（96.5％）等は多くの大学で公表されている一方で、「単位の取得状況」（10.6％）、「学生の

学修時間」（33.6％）、「大学の教育研究活動に関する学生の満足度」（31.0％）、「教員一人当たりの学生

数」（60.8％）等と、各大学によって取組状況に差が見られている。 
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19については、本格実施では、大学・学部単位で調査結果を公表すること、そ

の際、結果の数値の羅列だけでなく、調査結果の見方等と併せて結果に関する

各大学の取組を記載することにより、大学・学部間での順位付けではなく、各

大学の強み・特色の発信につながるよう特段の工夫を行うこととされている。

どのように公表を進めるかは、試行調査の結果も踏まえた検討が必要となる

が、学修者本位の観点からの学修成果等に関する情報の公表は、「社会に開か

れた質保証」を実現する上でも重要な取組である。 

 
（情報公表制度の改善・充実の方向性） 

これを踏まえ、情報公表に係る仕組みについては以下の観点で改善・充実を

行ってはどうか。 

 

情報公表制度に関する改善・充実の方向性  

【学修者本位の大学教育の実現】及び【社会に開かれた質保証の実現】 

○認証評価における情報公表に関する評価を実施するに当たっては、「教

学マネジメント指針」において 
（１）「卒業認定・学位授与の方針」に定められた学修目標の達成状況を

明らかにするための学修成果・教育成果に関する情報の例 
（２）学修成果・教育成果を保証する条件に関する情報の例 
のうち「大学の教育活動に伴う基本的な情報であって全ての大学におい

て収集可能と考えられるもの」と整理されたものについては、当該指針

を踏まえて確認を行うこととする。＜通知等＞ 
○認証評価機関や評価を受ける大学の多様性に配慮しつつ、各認証評価機

関の評価結果を例えば国等のホームページ等において公表するなど、社

会が利用しやすい形で一覧性を持って公表することを検討する。その

際、設置計画履行状況等調査（ＡＣ）における指摘事項等も併せて公表

する。＜その他＞（再掲） 
○法令適合性等について適切な情報公表を行っている大学に対して、法令

適合性等に関する評価項目や評価手法を簡素化するなどの措置を可能

とする 。＜通知等＞（再掲） 
○「大学ポートレート」が大学コミュニティによる自律的な運営が行われ

 
 
19 「全国学生調査」は、学生の学びの実態を把握することにより、①各大学の教育改善に活かすこと、②

我が国の大学に対する社会の理解を深める一助とすること、③今後の国における政策立案に際しての基

礎資料として活用すること、④学生一人一人にとってこれまでの学びを振り返ることで今後の学修や大

学生活をより充実したものにしてもらうことや、卒業後の社会における自らの姿を考える上での一つの

契機としてもらうことを目的に、国が大学等の協力を得て、全国の大学生等を対象に実施する調査。令

和 4 年度までの間試行調査を実施し、その後、本格実施とすることを予定している。 
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ていることも踏まえつつ、上記の情報について、より効果的・効率的に

情報を利用者に届ける観点等から、「大学ポートレート」に分かりやす

く掲載することを基本とするとともに、教学ＩＲに生かす観点から、立

地や分野等が共通する大学との間で比較（ベンチマークの提示）ができ

るよう改善する。＜その他＞ 
〇「大学入試のあり方に関する検討会議提言」（令和３年７月）を踏まえ、

学校教育法施行規則に規定する各大学が情報公表を行うべき項目とし

て「大学入学者選抜に関すること」等を追加する。＜省令改正＞ 
○大学における教育研究の質保証に資する情報公表について、どのような

対象（学生、保護者、受験生、地域社会、企業等）に対して、どのよう

な項目が、どのような手法で公表されていることを担保することが適当

か、また、情報の読み取り方等と併せて関連する大学の取組を記載する

など各大学の強み・特色の発信につながるような工夫は考えられるか

等、大学による自主的・自律的な情報公表が促進される方策について引

き続き検討する。＜その他＞ 
※例えば「教員一人あたりの学生数」の算定の際には Full Time Equivalent 換算20で公表する

ことも有益ではないか。また、学生や受験生、社会への説明責任という意味では「授業の方法

や内容・授業計画」に関する情報として、面接・遠隔で設定している授業科目の数や割合を公

表することも有益ではないか。 

 

 

  

 
 
20 フルタイム当量として、パートタイムの教員の仕事がフルタイム勤務の仕事に換算して何人分にあたるかを表すも

の。 
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（４）その他の重要な論点 

 

 （１）から（３）までは質保証システムを構成する「大学設置基準・設置認

可審査」「認証評価」「情報公表」について、現状の課題とともに改善・充実の

方向性を整理してきた。一方で、大学関係者等から寄せられる質保証システム

に係る様々な弾力化の要請等については、現行の制度下において対応可能な

ものや、政策的な取扱いの弾力化に係るものも少なからず含まれている。こう

した事項に関する周知や既存制度の効果的な運用等に関しても以下のとおり

改善・充実を行うことが考えられる。 

 
（既存制度の周知や大学現場での効果的な運用） 

 例えば、遠隔授業については、現行制度において、卒業に必要な 124 単

位のうち、面接授業で実施することが必要な 64 単位分についても、授業時

数の半分未満であれば遠隔授業で実施可能なことが通知されており、制度

上は大学の運用で相当程度まで遠隔授業の活用が可能である。また、時代の

要請に対応した新しい学位プログラムを実施するために大学設置基準の弾

力化や設置認可審査の柔軟化を求める声もあるが、大学が既に授与してい

る学位の種類及び分野を変更しない範囲での新たな学部や学科などの設置、

学位プログラムの開設については、認可ではなく届出による設置が可能で

あることから、大学自らの判断により柔軟に対応することが可能である。大

学設置基準には学部等連係課程制度をはじめ様々な教育課程上の柔軟な取

扱いを可能とする仕組みも既に設けられている。こうした現行の枠組みで

実施可能な事項について、大学関係者に必ずしも十分に浸透していないケ

ースが見られる。さらに、大学等の国際化やリカレント教育など学びの多様

化に対応した学事暦・修業年限の多様化・柔軟化を進める観点からは、大学

の早期卒業・修了制度に係る解釈の明示化・周知や授業料の設定・徴収の在

り方に係る考え方の整理などが必要であるとの指摘もある21。 
そこで、国においては、こうした現行制度の解釈や運用等について、社会

一般、大学関係者等に対してわかりやすい形で改めて整理を行い、適切に周

知等を図ることで客観性を確保するとともに、大学の先導性・先進性を確保

することが求められる。また、国においては、各大学が創意工夫に基づいた

取組を講じようとする際、相談をしやすくなるような体制の充実も望まれ

よう。 
加えて、現行制度のより効果的な運用を促すことも、高等教育の質保証に

 
 
21 教育再生実行会議第 12 次提言（令和３年６月） 
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おける重要な課題である。特に遠隔授業に関しては、新型コロナウイルスの

感染拡大という緊急事態への対処として急速に取組が拡がったものであり、

多くの大学において、試行錯誤をしながら改善を図っていく段階にある。そ

こで、学修者本位の大学教育を実現する観点からは、大学における様々な取

組の検証や技術の進展の状況等も踏まえつつ、遠隔教育の質保証、面接授業

と遠隔授業を効果的に組み合わせたハイブリッド型教育の確立に向けたガ

イドラインの策定等が望まれる。 

 

改善・充実の方向性 

【学修者本位の大学教育の実現】 

○急速に広がった遠隔授業については、時間的・空間的な制約が緩和され

る一方で、質問等双方向のやり取りの機会が少ない、学生間の議論等に

よる理解の深化が難しい等の学生の声も明らかになっていることから、

授業の質保証及び新たな取組の促進の観点から一定のガイドラインを

策定する。＜通知等＞ 
○質保証の観点を踏まえた今後の遠隔教育のあり方について、私立大学通

信教育協会のガイドライン等、団体や大学における質保証のための取組

状況や、通学制における新型コロナウイルス感染拡大下での特例的な取

扱いを活用した様々な創意工夫、技術の進展の状況等も参照しつつ引き

続き検討を行う。＜その他＞ 
※学修者本位の観点から、大学教育における学生の関わり方について工

夫が必要。 
 （学生参加の例） 

・学生による授業アンケート結果を組織的に検討し、授業内容に反映する機会を設定 

・学生企画型もしくは学生が参加する授業運営委員会を置く授業科目を開設 

※各大学での学修時間の把握などを通じた学修の実質化に向けた取組

を促進する方策についても検討が必要。 

 
【客観性の確保】 
○大学や他の機関、自治体等が有する施設等の共有について、学生や教員

が使用希望する際に利用を可能とする、長期に渡り使用できるよう契約

を行う等、教育研究上支障がないことを前提とした上で、施設等の共有

が可能であることをわかりやすく周知する。＜通知等＞ 
〇優秀な成績で卒業が見込まれる者を対象に、修業年限に沿って配当され

た教育課程を早期に修了するモデルを大学が示すことが可能であるこ

とを通知する。＜通知等＞ 
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〇修業年限は「おおむね４年」の期間を指すものであり、厳密に４年間在

籍することを求めるものではないことを明確化する。＜通知等＞ 
〇早期卒業・修業年限の柔軟化等による学費の変更等については、各大学

が授業料などの設定・徴収の考え方を整理し学生等に説明すべきである

ことを明示する。＜通知等＞ 

 
【先導性・先進性の確保（柔軟性の向上）】 

○設置認可審査を経て認められた分野の範囲内であれば、組織の改組や融

合領域の創設含め、当該大学の判断で新たな学位プログラムを実施可能

であることを周知する。＜通知等＞ 
※大学の総収容定員の増を伴わない場合。なお、学科以上の組織設置な

どに関しては届出が必要となる。 

 

 

（定員管理） 
 定員管理の在り方については、教育環境の確保等の観点から大学の質保

証を行う上で重要な論点であるが、①大学設置基準における「学科・課程を

単位として学部ごとに定める収容定員に基づき管理する」旨の規定及び当

該規定に基づき専任教員数や校地校舎の面積等を審査する設置認可審査上

の取扱いと、②基盤的経費の配分や設置認可審査の際の定員超過の場合に

適用される政策上の取扱いという２つの観点からの検討が必要になる。 
 前者については、教育の質の保証の観点からは、定員管理は必要な教育環

境の確保を目的としたものであり、引き続き学部学科を単位とした定員管

理が必要であると考えられる。 
 一方、基盤的経費の配分や設置認可審査の際の基準に適用される厳格な

入学定員管理については、大学設置基準が収容定員に基づき管理すると規

定されている中、設置認可の際の定員超過の取扱いでは、学部単位の平均入

学定員超過率が一定以上の場合には認可をしないこととされており、基盤

的経費の配分についても、収容定員や入学定員の超過率に応じて減額措置

等が実施されている。このような政策上の取扱いによって、例えば、一部の

学部である年度に大きく歩留まりを読み誤り、平均入学定員超過率が一定

以上となってしまえば、大学全体で組織改編が行えなくなるなど影響が大

きいという指摘がある。また、過度な入学者調整（追加募集・合格等）のた

め一部の受験生が不安定な状況に置かれているといった指摘や、毎年度大

幅に基盤的経費が増減すると、安定した大学経営や教育研究が困難になる

といった指摘もある。 
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大学が安定した見通しをもって新たな取組を進めることを促す観点から

も、定員管理の政策上の運用について、定員管理が必要な教育環境を担保す

るための仕組みであることに留意をしつつ、一定程度弾力化していくこと

も必要であろう。 
 

改善・充実の方向性 

【先導性・先進性の確保（柔軟性の向上）】 

○大学における社会変化に応じた組織改編等を促す観点から、基盤的経費

の配分や設置認可申請等における定員管理に係る取扱いについて、大学

設置基準が収容定員を基に管理していることと合わせ、現行で入学定員

に基づく単年度の算定としているものは、収容定員に基づく複数年度の

算定へと改める。＜その他＞ 
※大学における教育環境の確保の観点から、現行で学部や学科単位で算定してい

るものについては、引き続き学部、学科を単位とする。 

※算定単位を入学定員から収容定員に改める際、修業年限を超えて在籍している

者は以下の条件を満たす場合に限り控除して算出するなど、成績管理の厳格化・

明確化と両立が図られる仕組みとする。 

①全科目でシラバスに学修目標、授業方法・計画、成績評価基準の明示 

②成績管理に GPA（グレード・ポイント・アベレージ）を導入 

③成績不振の学生への個別指導（面談、補習等） 

 

（質保証を担う教職員の資質能力の向上） 
さらに、大学が各質保証システムの特性を理解しつつ教育研究の質向上

に取り組む上で、事務職員の資質・能力の向上やハイブリッド型教育を含

む授業改善が重要である。 
近年、教育研究支援や学生生活支援、地域連携等における職員スタッフ

の重要性の認識が高まり、「教職協働」の旗印の下、SD（スタッフ・ディ

ベロップメント）の取組が進められてきているが、「学修者本位の大学教育

の実現」と「社会に開かれた質保証」の実現により、大学が社会変革の駆

動力となっていくためには、大学の経営面や教育研究活動を支える大学運

営の専門職である事務職員が果たす役割は極めて大きい。 
また、各大学で取組が行われている FD（ファカルティ・ディベロップメ

ント）についても、これまでの遠隔授業等の実践を通じて得られた知見を

学内外で広く共有すること等がより一層重要となる。 
質保証を実質的に担うのは、学内における内部質保証を担う個々の教職

員であり、認証評価機関における評価者である。学内で質保証に係る職務
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を担った教職員が、認証評価機関の評価委員等で他の大学の取組等を知る

とともにより深く内部質保証等の考え方を理解し、また、大学に戻って内

部質保証を担う人材となっていくといった、質保証に係る人材の好循環が

生じることが期待されている。 

 

改善・充実の方向性 

【学修者本位の大学教育の実現】 

○各大学での創意工夫はもとより、大学団体や大学間で共同実施されてい

るＳＤ（スタッフ・ディベロップメント）・ＦＤ（ファカルティ・ディ

ベロップメント）の取組等を把握・周知することで、ＳＤ・ＦＤの改善・

充実を促進する。＜通知等＞ 
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おわりに 

 
本審議まとめが提言した質保証システムの改善・充実は、全ての学修者が自ら

の可能性の伸長を実感できる大学教育を実現するためのものであり、国におい

ては、本審議まとめを踏まえて、質保証システムの改善・充実を着実に実施して

いくことが求められる。 
その際、質保証システムの意義や今般の改善・充実により目指すべき姿等につ

いて、あらためて大学や認証評価機関等の関係者に対して丁寧な説明を行い、そ

の理解と協力を得て進めていくことができるよう留意することが大切である。 
また、本審議まとめにおいては、今後の大学設置基準の改善につなげるため、

大学設置基準の特例制度を設け、取組の効果検証を行うことを提案している。国

においては、特例制度の下での取組に限らず、今般の質保証システムの改善・充

実の取組が大学の教育研究等に対して、どのような影響をもたらしているのか

について、適切な評価・検証を行うことが求められる。具体的には、例えば、高

等教育をめぐる国際的な動向に留意しつつ、ICT の普及・進展状況を踏まえて

更に見直すべき基準等はないか、専任教員に係る規定の見直しが教員の働き方

や大学の教育研究体制等にどのような影響を及ぼしているのか、認証評価の見

直しが大学の受審負担の軽減や教育研究活動の改善につながっているのかなど

について、データやエビデンスに基づいた分析や評価・検証を行い、質保証シス

テムの不断の改善・充実に努めていくことが求められる。加えて、大学設置基準

の改正に伴って設置認可申請の書類等を変更する際には、必要書類の精選等負

担軽減にも留意することが求められる。 
更には、今回大学の先導性・先進性の向上に向け、大学の裁量をより高めてい

く見直しが行われることとなる。これは翻って高等教育の質保証に対する大学

自身の責任が強まっていくことの表れでもあり、各大学においては内部質保証

を中心とする質保証の営みを充実させることと合わせ、学修者本位の観点から

の創意工夫ある取組を進めていくことが期待される。その際、高等教育の質保証

に関する取組を実質化していくためには、大学自身が学生や社会の声を受け止

めながら自己の教育研究活動を振り返り、不断に検証しつつ、改善・充実してい

くことが求められる。大学は、３ポリシーに基づき、自身の大学の学位を与える

課程（学位プログラム）について、学生が必要な資質・能力を身に付ける観点か

ら、厳格な成績評価が行われているか、成績評価に関する全学的な基準を策定・

公表しているか、学修成果・教育成果を把握し、学位プログラムの改善に活かし

ているか等、「教学マネジメント指針」に示される取組を自ら率先して行い、社

会からの評価を真摯に受け止め、自己検証を通じて不断の改善・充実を行う覚悟

が問われている。また、大学の裁量として多様な活動を行う中で、時には問題等
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が生じることもあるが、それを一大学の問題と矮小化することなく、大学界全体

で負うべき責任であるという認識の下、大学間で互いに刺激し、切磋琢磨し合い、

安きに流れることなく教育の質向上に努め、社会からの信認を得ていかねばな

らないという矜持が大学・大学人に強く求められている。このように、国や大学

はそれぞれの立場から、これらの改革につながる取組を粘り強く、継続して行い、

産業界や地域社会をはじめとした社会に対しても積極的に情報を発信し、我が

国の高等教育が目指すべき姿について社会的コンセンサスを得ていく努力を期

待したい。 
なお、高等教育の質保証に対する各大学の責任ある取組がより一層求められ

ることは言うまでもないが、18 歳人口が減少する中にあっても大学の新増設が

続いている現状について、質保証等に対する懸念も指摘されていることを踏ま

えれば、今後、教育研究や経営等に様々な課題を抱えている大学への対応を含め、

18 歳人口の急速な減少を見据えた高等教育の在り方についても検討が必要であ

ることを付言しておきたい。 
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別添参考資料  現行制度において、各大学の運用等で実施可能な取組例 
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